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「 ４月からの法改正情報と対応 」 
 

１．残業上限規制が猶予されていた「適用猶予事業・業務」における残業上限規制の適用 
 

     働き方改革の一環として、労働基準法が改正され、時間外労働の上限が法律に規定され、2019 年

４月（中小企業は 2020 年 4 月）から適用され、以下の一定の事業・業務については、適用が５年

猶予されておりましたが、2024 年 4 月より、上限規制が適用されます。 

 

     一定の事業・業務 ⇒ 工作物の建設の事業（建設業） 

                自動車運転の業務 

                医業に従事する医師 

                鹿児島県及び沖縄県における砂糖を製造する事業 

 

工作物の建設の事業 ・災害時における復旧及び復興の事業を除き、上限規制がすべて適用 

・災害時における復旧及び復興の事業には、時間外労働と休日労働の合計について、 

月 100 時間未満、２～６ヶ月平均 80 時間以内とする規制は適用されない。 

自動車運転の業務 ・特別条項付き 36 協定を締結する場合の年間の時間外労働の上限が年 960 時間 

・時間外労働と休日労働の合計について、月 100 時間未満、２～6 ヶ月平均 80 時間

以内とする規制は適用されない 

・時間外労働が月 45 時間を超えることができるのは年６ヶ月までとする規制は適用 

 されない 

医業に従事する医師 ・特別条項付き 36 協定を締結する場合の年間の時間外・休日労働の上限が最大 1,860 

時間 

・時間外労働と休日労働の合計について、月 100 時間未満、２～6 ヶ月平均 80 時間

以内とする規制は適用されない 

・時間外労働が月 45 時間を超えることができるのは年６ヶ月までとする規制は適用 

 されない 

・医療法等に追加的健康確保措置に関する定めがあり 

鹿児島県及び沖縄県

における砂糖製造業 

・上限規制がすべて適用 

・猶予期間中も、時間外労働と休日労働の合計について、月 100 時間未満、２～６ヶ

月平均 80 時間以内とする規制以外は適用 

 

     なお、猶予業種の上限規制適用の法改正により、対象業種における 36 協定の様式が変更となります。 

     厚生労働省の Web ページに法改正に対応した新様式が公表されておりますので、36 協定の起算日が 

     4 月 1 日以降の場合には新様式を使用くださいますようご注意ください。 

 

 

  

 

 

 

２．裁量労働制（専門業務型／企画業務型）の導入・継続の手続きの追加 
 

① 専門業務型裁量労働制 

2024 年 4 月 1 日以降、専門業務型裁量労働制を導入するためには、導入する全ての事業場で、専門業務型裁量労

働制の労使協定に下記①～④の事項を追加し、労働基準監督署へ協定届の届出を行う必要があります。既に制度を導入

済みで 2024 年 4 月 1 日以降も継続する場合は、2024 年 3 月 31 日までに締結が必要となります。 

 

 ＜労使協定に以下を追加＞ 

①制度の適用に当たって労働者本人の同意を得なければならないこと 

②制度の適用に労働者が同意をしなかった場合に不利益な取扱いをしてはならないこと 

③制度の適用に関する同意の撤回の手続 

④同意及び同意の撤回の労働者ごとの記録を協定の有効期間中及びその期間満了後３年間保存すること 

 

② 企画業務型裁量労働制 

2024 年 4 月 1 日以降、企画業務型裁量労働制を導入するためには、導入する全ての事業場で、企画業務型裁量労

働制の労使委員会の運営規程に下記①～③を追加後、決議に下記④～⑥を追加し、労働基準監督署へ決議届の届出を行

う必要があります。既に制度を導入済みで 2024 年 4 月 1 日以降も継続する場合は、2024 年 3 月 31 日までに締結

が必要となります。 

 

 ＜運営規程に以下を追加＞ 

①対象労働者に適用される賃金・評価制度の内容について使用者からの説明に関する事項（説明を事前に行う 

ことや説明項目など） 

②制度の趣旨に沿った適正な運用の確保に関する事項（制度の実施状況の把握の頻度や方法など） 

③開催頻度を６箇月以内ごとに１回とすること 

 

 ＜決議に以下を追加＞ 

  ④制度の適用に関する同意の撤回の手続 

  ⑤対象労働者に適用される賃金・評価制度を変更する場合に、労使委員会に変更内容の説明を行うこと 

  ⑥同意及び同意の撤回の労働者ごとの記録を決議の有効期間中及びその期間満了後３年間保存すること 

上記のほか、定期報告の頻度について、労使委員会の決議の有効期間の始期から起算して初回は６か月以内に 

１回、その後１年以内ごとに１回に変更となりますのでご注意ください。 

 

     左記の３６協定と同様に「専門業務型裁量労働制に関する協定届」「企画業務型裁量労働制に関す

る決議届」「企画業務型裁量労働制に関する報告」の様式が変更となりますので、厚生労働省の Web

ページに法改正に対応した新様式を使用するようご注意ください。 
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